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○増加を続ける住宅着工戸数 

国土交通省の発表によると、昨年 12月の住宅着工戸数は全国が前年比プラス 18.0％、近畿もプラス

33.1％と増加傾向が続く結果となりました（図表１）。足元の着工戸数の推移については、昨年９月を期

限とした特例によって請負契約が急増、その後１、２

ヶ月で着工に入るため、11月頃までは増加が続くとみ

られていました。その後は不透明とされ、逆にいえば

12月以降の動きが需要の実態を示すとして、早くから

注目を集めていました。 

結果は上述のとおり２けた増となり、特に関西の増

加率は全国を上回る高水準となりました。これをもっ

て、駆け込み需要の動きは強いと判断することも可能

かもしれません。ただし、その内訳をみる限り、少し

慎重に判断する必要もありそうです。 

 

○着工戸数を押し上げる貸家 

というのも、住宅着工戸数の動きを持家、貸家、分譲住宅の寄与度に分解した場合、足元で最も伸び

ているのは貸家（アパート等）であることが分かります（図表２）。これは、2015 年に行われる相続税

の増税に向けた土地活用が増えるなかで、消費増税前

に一つのピークが生じたものとみられます。当然なが

ら、消費者が４月までに住宅を購入する動きとは別の

ものであり、住宅需要の実態を把握するためには、む

しろこれを除いたもので判断する必要があると考えら

れます。特に、関西は全国や関東に比べても、貸家の

増加傾向が顕著であることから、その必要性が高いと

いえそうです（図表３）。 

 

○今後の注目点 

仮に足元の住宅需要が統計ほど大きくないとすれば、

４月以降の反動減もその分小さくて済むことになります。また、貸家の着工が 2015年に向けて高水準を

維持するならば、住宅着工戸数全体も大きな落ち込みを免れる可能性があります。いずれにしても、３

月末に向けての、貸家を除いた動きに注目していく必要がありそうです。 

テーマ：住宅着工戸数を押し上げる２つの増税 
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[図表１] 住宅着工戸数の推移（前年比）（％）

（出所）国土交通省「建築着工統計」
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（出所）国土交通省「建築着工統計」

[図表２]
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一方、４月以降の市況を占う動きとして、分譲住宅の推移にも注目が集まります。これから３月末に

向けて、増税直前の購入を見込んだ開発が増えそうで

すが、そのペース次第では売れ残りのリスクが高まる

ことになります。今のところは分譲業者も慎重姿勢を

崩しておらず、その可能性は高いとはいえませんが、

仮に販売在庫が急増することになれば、４月以降の需

給バランスが悪化し、相場全体の下落にもつながりか

ねないとみられます。 
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[図表３] 貸家の着工戸数の推移（2010年平均＝100）

（出所）国土交通省「建築着工統計」

※貸家の着工戸数につき、全国および各地域の2010年の月間平均を100として指数化。

後方３カ月移動平均


